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第１節 薬物及び毒物に係る検査の活用

１　地方公共団体に対する死因究明等に係る持続可能な体制の検討及び整備への協力
【施策番号58】（再掲）

P24【施策番号25】参照

２　�死因究明に関して中核的な役割を果たす医療機関等の施設及び設備を整備する�
費用の支援

【施策番号59】（再掲）

P53【施策番号55】参照

３　異状死死因究明支援事業による解剖、死亡時画像診断及び検査に必要な費用の支援
【施策番号60】（再掲）

P49【施策番号49】参照

４　�各地域における死因究明に係る薬毒物検査の持続可能な体制の検討及び整備への
支援

【施策番号61】

死因究明に係る薬毒物検査については、専門的科学的知見に基づいて、客観的かつ中立
公正に行われることが重要である。
厚生労働省においては、各地域において必要な死因究明等が円滑に実施され、その結果

が公衆衛生の向上・増進等に活用される体制の構築を推進するため、令和４年度から、死
因究明拠点整備モデル事業（薬毒物検査拠点モデル事業）を実施している。
薬毒物検査拠点モデル事業は、大学の法医学教室や検案する医師等が連携し、公衆衛生

の観点から薬毒物検査を実施するための拠点を試行的に構築し、運用する事業である。
令和６年度以降、これまでの成果や課題を踏まえ、他大学との連携により、検査可能な

薬毒物の拡大やコスト削減等を検討すること等を各地域における取組内容の具体例として
事業実施要綱に明記している。
令和７年度は、１大学で当該事業を実施しているところ、引き続き、薬毒物検査を含

め、必要な死因究明等の体制の整備について検討を進めることとしている。

第６章 死因究明のための死体の科学調査の活用
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資6-1-4 死因究明拠点整備モデル事業（薬毒物検査拠点モデル事業）のイメージ

＜拠点に求められる要件＞
○専門知識を有する教員がいる
（モデル事業予算で配置も可能）
○基本的な分析装置・データベースが
整備されている
※モデル事業予算での整備は不可
○薬毒物検査の実績を有している

【法医学教室】

⑤検査結果のフィードバック
・検出された薬物など結果を検案医にフィードバック

近隣県の検案医

具体的なスキームのイメージ

【遺族】

【検案医】

①検案医から遺族への承諾確認、モデル事業への協力依頼
・事件性のない死体について全数調査を実施
・侵襲性のある検査については遺族の同意が必要
※協力依頼や承諾確認は警察が行わないこと

 ※また、関係者との連携により別の者が実施することも可能 

④検案書の発行

※あくまでイメージ。実際の運用は地域の状況に応じて構築。

特定の薬物・化合物について
全国的な検査の受け入れ・可能な範囲で取組

・連携が可能であれば
①～④を同様に実施

・可能な範囲で取組
・分析可能な機関が全国的に当該拠点
のみの場合など特定の薬物・化合物
の分析に強みがある場合などが想定
される

②検体を採取
・検案医が検体を採取して
所属医療機関へ持ち帰る

医療機関

③検体を郵送
・法医学教室へ郵送
・梱包方法など事前に配送業者と調整
集荷を依頼することも考えられる

※梱包方法や必要な手続など事前に
配送業者に確認の上、適切に取り扱うこと

※関係者との連携により別の
者が実施することも可能

250728修正
・遺族のイラストを削除
（室長ご指示）
260826修正
手続き→手続

出典：厚生労働省資料による

５　�必要な薬毒物定性検査を迅速かつ的確に実施するための科学捜査研究所の�
体制整備等

【施策番号62】（再掲）

P37【施策番号32】参照

６　警察における必要な定性検査の適切な実施
【施策番号63】

警察が死体の取扱いに際して実施する薬毒物検査には、死体取扱現場で行われる簡易検
査と科学捜査研究所等で行われる本格的な定性検査がある。警察においては、死体取扱現
場において、薬物及び毒物を検知することができる簡易薬毒物検査キットを用いた予試験
を徹底することや、複数の簡易薬毒物検査キットを活用するなど薬毒物検査の充実を図る
とともに、必要があると認めるときは、科学捜査研究所等において、分析機器による本格
的な定性検査を実施している。
令和７年中に警察が取り扱った死体20万4,562体のうち、死因・身元調査法第５条の規

定に基づく薬毒物検査が行われたものは19万3,126体（94.4％）であり、科学捜査研究所
等において分析機器による検査が行われたものは9,357体（4.6％）であった。
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資6-1-6 科学捜査研究所等における分析機器による薬毒物検査実施体数・実施率の推移

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
死体取扱数 173,220 196,103 198,664 204,184 204,562

うち薬毒物定性検査実施体数（※） 9,478 8,611 8,999 8,384 9,357
実施率 5.5% 4.4% 4.5% 4.1% 4.6%

※　死因・身元調査法第５条の規定に基づき、科学捜査研究所等において分析機器により実施したものに限る。
出典：警察庁資料による

７　�死因・身元調査法に基づく検査の適切な実施を推進するための都道府県警察と�
都道府県医師会等との連携強化等

【施策番号64】（再掲）

P38【施策番号33】参照

８　海上保安庁における必要な予試験の確実な実施
【施策番号65】

海上保安庁においては、死体の取扱いに際して、死体から採取した体液又は尿中の薬毒
物の有無を確認するため、簡易検査キットを用いた薬毒物検査を積極的に実施しているほ
か、必要があると認めるときは、都道府県警察又は大学の法医学教室に嘱託し、薬毒物に
係る定性検査を実施している。
令和７年中に海上保安庁が取り扱った死体329体のうち、死因・身元調査法第５条の規

定に基づき薬毒物検査が行われたものは131体（39.8％）であり、このうち、都道府県警
察又は大学の法医学教室に嘱託して、分析機器による検査が行われたものはなかった。

資6-1-8 海上保安庁における薬毒物検査実施体数・実施率の推移

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
死体取扱数 276 355 331 381 329

うち薬毒物検査実施体数（※） 53 45 52 146 131
実施率 19.2% 12.7% 15.7% 38.3% 39.8%

※　死因・身元調査法第５条の規定に基づき実施したものに限る。
出典：海上保安庁資料による
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９　�死因究明等の実施体制の充実に係る取組に対する大学施設等の活用等を通じた�
協力の要請

【施策番号66】（再掲）

P52【施策番号53】参照
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T O P I C S

7 	 大阪大学における取組

大阪大学は、令和７年度の死因究明拠点整備モデル事業（薬毒物検査拠点モデル事業）（P60【施
策番号61】参照）に採択された。
中心となる法医学教室は、近年、大阪府内の法医解剖の半数近くを担うとともに、平成26年度か

ら国立大学法人運営費交付金等を活用した「死因究明学の創造と担い手養成プラン」事業、令和５年
度から「次のいのちを守る人材育成教育研究拠点形成事業」を推進し、歯学研究科、薬学研究科とと
もに死因究明等高度専門人材の育成と死因究明等に関連する最新科学データの集積を行ってきた。
また、薬毒物検査についても、法医学教室に薬毒物検査チームを設置し、准教授（現教授）をリー
ダーとして検査実施者５～６名の体制で実施してきた。
今回の事業の最大の特徴は、検案は警察協力医のみならず救急医も少なからず行っていることか
ら、救急医療機関からも検体の受け入れを行うこと、検体搬送に宅配便を活用すること等、今後の
検査拠点としての稼働を念頭においたことである。
また、大阪府警察医会通常総会での説明、Webでの書類等の掲載、一般社団法人日本中毒学会西
日本地方会でのアナウンス等の広報を行い、警察協力医及び救急医から受け入れる体制を整えた。
今後は、より一層の自動化と依頼元への迅速な結果報告、そして死体検案書への反映等死因究明
の一助になることを目指している。

実施スキーム図

薬毒物検査が必要な場合

検体を採取（血液、尿）

検査依頼書をFAX, e-mail

検査検体を宅配業者に
依頼（冷凍）着払い 【薬毒物検査拠点】

（大阪大学） ⑤検体受付
検査

【大阪大学 法医学教室】

• 薬薬毒毒物物検検査査担担当当准准教教授授とと検検査査チチーームムのの存存在在
• GGCC --MMSS,,  LLCC//MMSS//MMSS,,  IICCPP//MMSS ととデデーータタベベーースス
• 薬薬毒毒物物検検査査のの実実績績多多数数

①検体を
採取

④検体搬送を
宅配業者に
依頼

⑥検査結果を
検案医にフィー
ドバック

③検査依頼書を
拠点にＦＡＸ

【
 】

②死体検案書の発行

⑦結果を反映した死
体検案書の再発行

薬毒物検査チーム

警察署
救急施設
医療機関

事業
説明と
周知

<死体検案現場>
【検案医】

遺
族

出典：大阪大学による
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第２節 死亡時画像診断の活用

１　地方公共団体に対する死因究明等に係る持続可能な体制の検討及び整備への協力
【施策番号67】（再掲）

P24【施策番号25】参照

２　�死因究明に関して中核的な役割を果たす医療機関等の施設及び設備を整備する�
費用の支援

【施策番号68】（再掲）

P53【施策番号55】参照

３　異状死死因究明支援事業による解剖、死亡時画像診断及び検査に必要な費用の支援
【施策番号69】（再掲）

P49【施策番号49】参照

４　死亡時画像診断に関する研修会の充実
【施策番号70】（再掲）

P６【施策番号７】参照

５　小児死亡例に対する死亡時画像診断の情報の収集及び分析等
【施策番号71】（再掲）

P７【施策番号８】参照

６　�死因・身元調査法に基づく検査の適切な実施を推進するための都道府県警察と�
都道府県医師会等との連携強化等

【施策番号72】（再掲）

P38【施策番号33】参照
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７　死亡時画像診断を実施する病院等との協力関係の構築及び強化
【施策番号73】（再掲）

P39【施策番号34】参照

８　�死因究明等の実施体制の充実に係る取組に対する大学施設等の活用等を通じた�
協力の要請

【施策番号74】（再掲）

P52【施策番号53】参照
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